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Ⅰ 平成３１年第１回県議会定例会提出議案等一覧

（予 算）

１ 平成30年度茨城県一般会計補正予算（第３号）

２ 平成30年度茨城県競輪事業特別会計補正予算（第１号）

３ 平成30年度茨城県公債管理特別会計補正予算（第１号）

４ 平成30年度茨城県市町村振興資金特別会計補正予算（第１号）

５ 平成30年度茨城県鹿島臨海工業地帯造成事業特別会計補正予算（第１号）

６ 平成30年度茨城県立医療大学付属病院特別会計補正予算（第１号）

７ 平成30年度茨城県国民健康保険特別会計補正予算（第１号）

８ 平成30年度茨城県母子・父子・寡婦福祉資金特別会計補正予算（第１号）

９ 平成30年度茨城県中小企業事業資金特別会計補正予算（第１号）

１０ 平成30年度茨城県農業改良資金特別会計補正予算（第１号）

１１ 平成30年度茨城県林業・木材産業改善資金特別会計補正予算（第１号）

１２ 平成30年度茨城県沿岸漁業改善資金特別会計補正予算（第１号）

１３ 平成30年度茨城県港湾事業特別会計補正予算（第３号）

１４ 平成30年度茨城県都市計画事業土地区画整理事業特別会計補正予算（第１号）

１５ 平成30年度茨城県病院事業会計補正予算（第２号）

１６ 平成30年度茨城県水道事業会計補正予算（第１号）

１７ 平成30年度茨城県工業用水道事業会計補正予算（第１号）

１８ 平成30年度茨城県地域振興事業会計補正予算（第１号）

１９ 平成30年度茨城県鹿島臨海都市計画下水道事業会計補正予算（第２号）

２０ 平成30年度茨城県流域下水道事業会計補正予算（第２号）

（条例その他）

１ 鹿島セントラルモールの設置及び管理に関する条例を廃止する条例

２ 龍ケ崎市と利根町との境界変更について

３ 県有財産の売却処分について（鹿島セントラルモール施設）

４ 県有財産の売却処分について（宮の郷工業団地事業用地）

５ 県有財産の売却処分について（南中郷公共用地）

６ 県有財産の売却処分について（萱丸地区戸建住宅用地）

７ 県有財産の売却処分について（阿見吉原地区業務用地）

８ 県が行う建設事業等に対する市町村の負担額について（被災者生活再建支援システム共同整備

事業）

９ 県が行う建設事業等に対する市の負担額について

１０ 県等が行う土地改良事業に対する市町村の負担額について

１１ 県が行う建設事業等に対する市町村の負担額について（河川，港湾及び下水道事業）

１２ 霞ケ浦常南，霞ケ浦湖北，霞ケ浦水郷，那珂久慈，利根左岸さしま，鬼怒小貝及び小貝川東部

流域下水道の維持管理に要する費用に係る関係市町村の負担額について

１３ 権利の放棄について（中小企業設備近代化資金貸付金）

１４ 権利の放棄について（県南西広域工業用水道事業の契約解除に係る清算金）

１５ 権利の放棄について（県立こころの医療センターの診療料）

（報 告）

１ 地方自治法第179条第１項の規定に基づく専決処分について
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Ⅱ 平成３０年度補正予算案の概要 
 

１ 今回補正額                         （単位：百万円） 

区  分 現  計 補 正 額 補 正 後 計 

一 般 会 計 1,124,970  ▲19,521  1,105,449  

特 別 会 計 617,678  ▲13,297  604,381  

企 業 会 計 108,371  ▲3,863  104,508  

計 1,851,019  ▲36,681   1,814,338  

 
 

２ 今回補正の主なもの 

（歳 入）                                                               （百万円） 

    ・ 県税（個人県民税の減等）                                ▲ ２，３０２ 

  ・ 地方消費税清算金（清算金収入の増）                ３，４４９ 

  ・ 地方譲与税（地方法人特別譲与税の増等）              １，４０６ 

  ・ 繰入金（事業費の確定等に伴う減）               ▲ ８，７１０ 

  ・ 繰越金（決算の確定に伴う増）                   ３，９２７ 

  ・ 諸収入（中小企業融資資金貸付金等の減）            ▲１５，４２６ 

 

（歳 出） 

 ① 国補正関連 

  ○公共事業の追加 

   ・ 国補公共事業            【全会計 １９，４６９】 １９，３６９ 

       （道路の法面・冠水対策、河川の治水対策、土地改良事業等） 

 

  ○地方創生拠点整備交付金活用事業 

   新 フラワーパーク振興対策事業                     １８２ 

     （フラワーパーク魅力向上計画に基づく観光拠点としてのリニューアル工事等） 

 

     新 つくば創業プラザ分室整備事業                     ６２ 

     （ベンチャー企業の創業促進と利便性向上を図るためのインキュベーション施設の整備） 

 

  ○ＴＰＰ対策 

   ・ 土地改良事業（ＴＰＰ対策分、国補公共）（再掲）          ２，９３６ 

     （生産コスト削減のための農地の大区画化、畑地の高機能化の推進） 

 

   ・ 担い手確保・経営強化支援事業                     ３７７ 

     （農地中間管理機構を活用している地域における農業用機械・施設導入への支援） 

 

   新 農畜産物輸出拡大施設整備支援事業                   １０２ 

     （欧米輸出に対応したHACCP等の高度な衛生管理基準を満たした牛肉処理加工施設の整備への支援） 
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    ○原子力災害対策 

   ・ 原子力災害対策事業                            ３６８ 

     （ＵＰＺ10km圏内の社会福祉施設が実施する放射線防護対策への支援） 

 

 

 ② 今後の事業実施のための準備 

  ・ 企業立地促進基金積立金（企業誘致活動強化事業分）              １，９００ 

        （新たな成長分野の研究所や本社機能等の誘致のための基金の積増し） 

 

  ・ 国民体育大会・障害者スポーツ大会開催基金積立金                    ８３０ 

        （国民体育大会・障害者スポーツ大会を開催するための基金の積増し） 

 

  ・ 地域医療介護総合確保基金積立金                          １，０６１ 

        （Ｈ３０年度以降の事業に対する国内示額確定に伴う基金の積増し） 

 

    ※ このほか、今後の県債の償還に備えて、県債管理基金に５２億円積増し 

 

 ③ その他 

    ・ 国補公共事業（当初分）               全 会 計 ▲ ６，３０５ 

     （国内示額確定等に伴う減）             一般会計 ▲ ５，７２４ 

 

  ・ 中小企業融資資金貸付金（企業向け融資の実績による減）        ▲ ９，９５０ 

 

  ・ 企業誘致活動強化事業（企業向け補助金の実績による減）     ▲ ５，５８８ 

 

  ・ 工場立地促進融資資金貸付金（企業向け融資の実績による減）   ▲ ２，３４７ 

 

  ・ 社会保障関係費（国民健康保険事業等の実績による減）      ▲  ２，０８０ 

 

  ・ 農地集積総合支援事業（農地集積面積の実績による減）      ▲ １，３８５ 

 

  ・ 退職手当（退職者数の実績による減）              ▲ １，１２１ 

 

 

３ 繰越明許費                                                （単位：百万円） 

区  分 Ｈ２９→Ｈ３０ Ｈ３０→Ｈ３１ 増 減 額 増 減 率 

一般会計 ７３，４７１ ８０，２４５ ６，７７４ ９．２％ 

特別会計 １０，６８４ １５，４９５ ４，８１１ ４５．０％ 
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４ 一般会計補正予算款別内訳（歳入）

（単位：百万円）

補正前の額 今回補正額 計

款 名

（Ａ） (Ｂ) （Ａ＋Ｂ）

県 税 ３８４，４０９ ▲２，３０２ ３８２，１０７

地 方 消 費 税 清 算 金 １０１，２８４ ３，４４９ １０４，７３３

地 方 譲 与 税 ４９，０６８ １，４０６ ５０，４７４

地 方 特 例 交 付 金 １，４０２ ３ １，４０５

地 方 交 付 税 １８４，９５５ １，５０８ １８６，４６３

交通安全対策特別交付金 ８２４ ▲６３ ７６１

分 担 金 及 び 負 担 金 ８，６１１ ４９４ ９，１０５

使 用 料 及 び 手 数 料 １７，４５３ ▲１６９ １７，２８４

国 庫 支 出 金 １３０，５６１ １，３５９ １３１，９２０

財 産 収 入 ２，０８１ ６６９ ２，７５０

寄 附 金 １８６ １８０ ３６６

繰 入 金 １８，５７５ ▲８，７１０ ９，８６５

繰 越 金 ２，６２７ ３，９２７ ６，５５４

諸 収 入 ９２，０３６ ▲１５，４２６ ７６，６１０

県 債 １３０，８９８ ▲５，８４６ １２５，０５２

計 １，１２４，９７０ ▲１９，５２１ １，１０５，４４９
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５ 一般会計補正予算款別内訳（歳出）

（単位：百万円）

款 名 補正前の額 今回補正額 計

（Ａ） （Ｂ） （Ａ＋Ｂ）

議 会 費 １，６９４ ８ １，７０２

総 務 費 ３８，９０７ ▲５７０ ３８，３３７

企 画 開 発 費 ２２，６５５ ▲２，１２９ ２０，５２６

生 活 環 境 費 ８，２５６ ▲６２９ ７，６２７

保 健 福 祉 費 ２００，３４８ ▲６，７１９ １９３，６２９

労 働 費 ２，８７０ ▲１８ ２，８５２

農 林 水 産 業 費 ４３，４３９ ▲１，２１７ ４２，２２２

商 工 費 ７３，６７１ ▲１７，００８ ５６，６６３

土 木 費 １１９，１４５ ９，１２１ １２８，２６６

警 察 費 ６２，１３３ ▲６４１ ６１，４９２

教 育 費 ２７６，７８６ ▲２，８２８ ２７３，９５８

災 害 復 旧 費 １，０２４ ▲６６２ ３６２

公 債 費 １４６，１６５ ３，５２１ １４９，６８６

諸 支 出 金 １２７，５７７ ２５０ １２７，８２７

予 備 費 ３００ － ３００

計 １，１２４，９７０ ▲１９，５２１ １，１０５，４４９
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６ 特別会計補正予算

（単位：百万円）

会 計 名 補正前の額 今回補正額 計
(Ａ) (Ｂ) （Ａ＋Ｂ）

競 輪 事 業 １７，２８０ ▲２，０５３ １５，２２７

公 債 管 理 ２５１，９８６ ５，０２９ ２５７，０１５

市 町 村 振 興 資 金 １，０８８ ７２０ １，８０８

鹿島臨海工業地帯造成事業 ４，５９２ ▲２５８ ４，３３４

県 立 医 療 大 学 付 属 病 院 ２，９２０ ▲１４４ ２，７７６

国 民 健 康 保 険 ２７４，３０２ ▲６，２２３ ２６８，０７９

母子・父子・寡婦福祉資金 ２１２ ２ ２１４

中 小 企 業 事 業 資 金 ３，３３５ ▲２，２２８ １，１０７

農 業 改 良 資 金 ７６ ２７０ ３４６

林業・木材産業改善資金 １８２ ５４ ２３６

沿 岸 漁 業 改 善 資 金 ７２ ２１０ ２８２

港 湾 事 業 ３４，０８０ ▲８８２ ３３，１９８

２７，５５３ ▲７，７９４ １９，７５９都市計画事業土地区画整理事業

計 ６１７，６７８ ▲１３，２９７ ６０４，３８１

７ 企業会計補正予算

（単位：百万円）

会 計 名 補正前の額 今回補正額 計
(Ａ) (Ｂ) （Ａ＋Ｂ）

２７，８５７ ▲８８４ ２６，９７３病 院 事 業

３１，１５９ ▲２，２１８ ２８，９４１水 道 事 業

１９，６８９ ▲５４３ １９，１４６工 業 用 水 道 事 業

４９５ ▲５６ ４３９地 域 振 興 事 業

５，８２８ ▲１６４ ５，６６４鹿島臨海都市計画下水道事業

２３，３４３ ２ ２３，３４５流 域 下 水 道 事 業

１０８，３７１ ▲３，８６３ １０４，５０８計

- 6 -



【公共事業費】

・国補公共

（単位：百万円）

区 分 補正前の額 今 回 補 正 額 計

（Ａ） （Ｂ） （Ａ＋Ｂ）

土 木 ８４，８３３ １１，２７１ ９６，１０４

産 業 １，６４６ ▲５０２ １，１４４

農 地 １１，６７４ ２，３３０ １４，００４

農 林 ３，５８４ ６５ ３，６４９

計 １０１，７３７ １３，１６４ １１４，９０１

（注）特別会計，企業会計を含む。

・県単公共

（単位：百万円）

区 分 補正前の額 今 回 補 正 額 計

（Ａ） （Ｂ） （Ａ＋Ｂ）

土 木 ２３，４８７ ▲１，３０４ ２２，１８３

産 業 ３００ - ３００

農 地 ８５０ ▲１３０ ７２０

農 林 ７５５ ▲４ ７５１

計 ２５，３９２ ▲１，４３８ ２３，９５４

（注）特別会計，企業会計を含む。
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Ⅲ 債務負担行為一覧

［一般会計］

（変更）

事 項 事 業 内 容 期 間 限 度 額

国 営 霞 ケ 浦 用 水 変 土地改良法に基づき，国営霞ケ浦用水（二期）土 自 平成30年度

（二期）土地改良 更 地改良事業に係る費用の一部を負担する。 至 平成33年度 537,009千円

事 業 負 担 金 前

変 自 平成31年度

更 同 上 至 平成33年度 313,850千円

後

国 営 那 珂 川 沿 岸 変 土地改良法に基づき，国営那珂川沿岸土地改良事 自 平成30年度

土地改良事業負担金 更 業に係る費用の一部を負担する。 至 平成41年度 2,849,804千円

前

変 自 平成31年度

更 同 上 至 平成42年度 2,613,533千円

後

茨 城 県 道 路 公 社 変 国及び金融機関の茨城県道路公社に対する事業運

事 業 資 金 借 入 金 更 営資金及び建設事業資金の融資について，県がその 昭和46年度以降 1,100,000千円

債 務 保 証 前 債務を保証する旨の契約を当該機関と締結する。

変

更 同 上 同 上 900,000千円

後

街 路 改 良 工 事 変 都市計画道路水戸駅平須線，水戸市常磐町地内の 自 平成26年度

費 用 負 担 契 約 更 梅戸橋工事に係る費用負担について，東日本旅客鉄 至 平成31年度 2,370,000千円

前 道株式会社水戸支社長と契約を締結する。

変 自 平成26年度

更 同 上 至 平成32年度 同 上

後

茨城県立歴史館の 変 茨城県立歴史館の管理運営に係る協定を公益財団 自 平成28年度

管理運営に係る協定 更 法人茨城県教育財団と締結する 至 平成32年度 1,681,990千円。

前

変

更 同 上 同 上 1,740,108千円

後
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Ⅳ 条例その他の議案の概要

議 案 内 容

廃止理由（地域振興課）

鹿島セントラルモールの設置及

鹿島セントラルビルのホテルなどの他の施設と一体的な運用び管理に関する条例を廃止する条

を図ることで，より柔軟な事業展開を可能にするため廃止例

鹿島セントラルモールの廃止に （参考）施設の設置目的：鹿島地域において，県民に交流の場

伴い，本条例を廃止しようとする を提供し，産業及び文化の発展に資すること。

ものである。

（施行日 平成31年４月１日）

議案の内容（市町村課）

龍ケ崎市と利根町との境界変更

土地改良事業（経営体育成基盤整備事業利根北部地区）の施について

行の結果，境界を一部変更するもの

土地改良事業施行の結果，龍ケ (1)境界変更の内容

崎市と利根町との境界を変更しよ 龍ケ崎市から利根町に編入する面積 30,451.00㎡

うとするものである。 利根町から龍ケ崎市に編入する面積 30,451.30㎡

(2)境界変更の期日 平成31年７月１日（予定）

売却する財産の内容（地域振興課）

県有財産の売却処分について

(1)不動産の表示（専有部分）

鹿島セントラルモールの廃止に ・神栖市大野原四丁目182番地30（鹿島セントラルビル新館

伴い，同施設を売却しようとする 内）

ものである。 ・鉄骨鉄筋コンクリート地下１階付１階建

・延床面積 1,976.27㎡

(2)売却予定価格

157,952,000円

(3)売却処分先

神栖市大野原四丁目７番１号

鹿島都市開発株式会社

代表取締役社長 塙 秀雄

売却する財産の内容（産業基盤課）

県有財産の売却処分について

(1)不動産の表示

事業用地として，常陸太田市宮 ・常陸太田市宮の郷町473番36

の郷町473番36の土地を売却しよ ・土地 91,350.56㎡

うとするものである。 (2)売却予定価格

665,032,076円

(3)売却処分先

水戸市桜川一丁目８番29号

カーレポ株式会社

代表取締役 赤須 洋一郎
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議 案 内 容

売却する財産の内容（産業基盤課）

県有財産の売却処分について

(1)不動産の表示

公共用地として，北茨城市中郷 ・北茨城市中郷町小野矢指字二本杉937番ほか54筆

町小野矢指字二本杉937番ほか54 ・土地 328,428.00㎡

筆の土地を売却しようとするもの (2)売却予定価格

である。 81,957,150円

(3)売却処分先

北茨城市磯原町磯原1630番地

北茨城市長 豊田 稔

売却する財産の内容（土地販売推進課）

県有財産の売却処分について

(1)不動産の表示

個人向け戸建住宅の建設用地と ・つくば市みどりの二丁目２番１ほか１筆

して，つくば市みどりの二丁目２ ・土地 38,330.37㎡

番１ほか１筆の土地を売却しよう (2)売却予定価格

とするものである。 1,305,011,111円

(3)売却処分先

水戸市白梅一丁目７番11号

萱丸地区住宅事業者向け土地分譲事業共同企業連合体

代表

茨城セキスイハイム株式会社

代表取締役 寺内 勝

売却する財産の内容（土地販売推進課）

県有財産の売却処分について

(1)不動産の表示

業務施設用地として，稲敷郡阿 ・稲敷郡阿見町大字吉原字正上内2769番４ほか89筆

見町大字吉原字正上内2769番４ほ ・土地 85,354.61㎡

か89筆の土地を売却しようとする (2)売却予定価格

ものである。 1,219,400,000円

(3)売却処分先

東京都千代田区丸の内二丁目２番２号

株式会社トーモク

代表取締役社長 中橋 光男

議案の内容（防災・危機管理課）

県が行う建設事業等に対する市

・地方財政法第27条の規定に基づく市町村の負担額町村の負担額について

（単位：千円）

平成30年度において県が行う被 事 業 名 負担額 市 町 村

災者生活再建支援システム共同整 被 災 者 生 活 115,798 水戸市外42市町村

備事業に対する市町村の負担につ 再建支援システム

いて 地方財政法の規定に基づき 共 同 整 備 事 業， ，

その額を定めようとするものであ

る。
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議 案 内 容

変更の内容（水産振興課）

県が行う建設事業等に対する市

・地方財政法第27条の規定に基づく市の負担額の変更の負担額について

（単位：千円）

平成30年度において県が行う漁 事業名 変更前 変更後 備 考

港事業に対する市の負担額を変更 漁 港 事 業 118,403 161,017 日立市外３市

しようとするものである。

変更の内容（農地整備課）

県等が行う土地改良事業に対す

・地方財政法第27条及び土地改良法第91条の規定に基づく市町る市町村の負担額について

村の負担額の変更

平成30年度において県が行う土 （単位：千円）

地改良事業に対する市町村の負担 事業名 変更前 変更後 備 考

額を変更しようとするものであ 県 営 682,561 1,170,237 水戸市外37市町村

る。

変更の内容（監理課）

県が行う建設事業等に対する市

・地方財政法第27条及び下水道法第31条の２の規定に基づく市町村の負担額について

町村の負担額の変更

平成30年度において県が行う河 （単位：千円）

川，港湾及び下水道事業に対する 事業名 変更前 変更後 備 考

市町村の負担額を変更しようとす 河 川 事 業 21,260 43,910 日立市外５市町

るものである。 港 湾 事 業 421,335 445,665 日立市外２市村

下水道事業 598,003 567,831 水戸市外29市町村

計 1,040,598 1,057,406

変更の内容（下水道課）

霞ケ浦常南，霞ケ浦湖北，霞ケ

・下水道法第31条の２の規定に基づく市町村の負担額の変更浦水郷，那珂久慈，利根左岸さし

（単位：千円）ま，鬼怒小貝及び小貝川東部流域

流域下水道名 変更前 変更後 備 考下水道の維持管理に要する費用に

霞ケ浦常南 1,988,025 1,963,390 龍ケ崎市外５市町係る関係市町村の負担額について

霞ケ浦湖北 1,734,036 1,722,003 土浦市外４市町

平成30年度において県が行う霞 霞ケ浦水郷 311,125 302,702 潮来市外１市

ケ浦常南，霞ケ浦湖北，霞ケ浦水 那 珂 久 慈 1,742,772 1,755,142 水戸市外８市町村，

ひたちなか・東海広域事務組合郷，那珂久慈，利根左岸さしま，

鬼怒小貝及び小貝川東部流域下水 371,357 357,598 古河市外２市町利根左岸さしま

道の維持管理に要する市町村の負 鬼 怒 小 貝 357,728 364,883 下妻市外３市町

担額を変更しようとするものであ 小貝川東部 315,603 321,828 下妻市外３市

る。 計 6,820,646 6,787,546
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議 案 内 容

議案の概要（産業政策課）

権利の放棄について

(1)放棄する権利 中小企業設備近代化資金貸付金

時効の到来した中小企業設備近 (2)放棄する金額 8,208,000円及び遅延損害金

代化資金貸付金のうち，回収不能 (3)債 務 者 東京都大田区南六郷３丁目７番12号

の債権について，権利の放棄をし 電通ドラム企業株式会社

ようとするものである。 (4)放棄の理由

会社が倒産しており，実体及び資産がない状況である。

また，連帯保証人が死亡し，その相続人からも回収が不能

であるため

議案の概要（業務課）

権利の放棄について

(1)放棄する権利 県南西広域工業用水道事業の契約解除に係

県南西広域工業用水道事業の契 る清算金

約解除に係る清算金のうち，回収 (2)放棄する金額 6,065,625円及び延滞金

不能の債権について，権利の放棄 (3)債 務 者 東京都中央区京橋一丁目14番５号

をしようとするものである。 関東企画株式会社

(4)放棄の理由

会社が倒産しており，実体及び資産がない状況であるこ

とにより，回収が不能であるため

議案の概要（経営管理課）

権利の放棄について

(1)放棄する権利 県立こころの医療センターの診療料

時効の到来した県立こころの医 (2)放棄する金額 609,420円

療センターの診療料のうち，回収 (3)債 務 者 石岡市半ノ木11461番地（慈翠館）

不能の債権について，権利の放棄 荻谷 秀夫

をしようとするものである。 (4)放棄の理由

債権の徴収について時効が到来し，債務者が死亡し，相

続人がないことにより，回収が不能であるため
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Ⅴ 報告事項

１．地方自治法第１７９条第１項の規定に基づくもの

事 項（専決処分年月日） 内 容

和解の概要（警務部監察室）

和解について

（平成31年２月５日専決処分） (1)事故発生日時 平成30年５月８日（火）午前10時８分頃

(2)事故発生場所 鉾田市上幡木1407番地４地先国道上

交通事故について，和解しよう （国道51号）

とするものである。 (3)事故概要

小型乗用自動車で出張途中，国道上で相手車両に追突し

た事故（鹿嶋警察署所属）

(4)損害賠償額 1,174,711円

(うち1,074,711円は，あいおいニッセイ同和損害保険株式会

社からの支払)

和解の概要（警務部監察室）

和解について

（平成31年２月５日専決処分） (1)事故発生日時 平成30年８月８日（水）午後７時50分頃

(2)事故発生場所 石岡市東石岡一丁目８番５号地先国道上

交通事故について，和解しよう （国道６号）

とするものである。 (3)事故概要

普通乗用自動車で出張途中，国道上で相手車両に追突し

た事故（石岡警察署所属）

(4)損害賠償額 609,503円

(全額，あいおいニッセイ同和損害保険株式会社からの支払)

和解の概要（警務部監察室）

和解について

（平成31年２月５日専決処分） (1)事故発生日時 平成30年８月22日（水）午後４時19分頃

(2)事故発生場所 鹿嶋市大字平井1350番地17地先市道上

交通事故について，和解しよう (3)事故概要

とするものである。 普通特種自動車で出張途中，市道上で相手車両と衝突し

た事故（鹿嶋警察署所属）

(4)損害賠償額 548,735円

(全額，あいおいニッセイ同和損害保険株式会社からの支払)

損害賠償の概要（道路維持課）

損害賠償の額の決定について

（平成31年２月12日専決処分） (1)事故発生日時 平成30年10月１日（月）午前２時00分頃

(2)事故発生場所 つくば市春日三丁目12番地２地内

つくば市春日地内で発生した建 （国道408号）

物破損事故について，損害賠償の (3)事故概要

額を定めようとするものである。 国道408号の街路樹が強風により倒れ，建物を破損した事故

(4)損害賠償額 937,980円

（全額，東京海上日動火災保険株式会社からの支払）
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